
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充 
 

 

 

 

 

推進ニュース1号「首都圏9都県市首脳会議」において埼玉、千葉、神奈川の県知事が、「東京都の『授業料無償

化』実施は、財政力の差による周辺自治体との格差を生む」という、悲鳴ともいえる声を上げました。そして昨 23

日には関東地方知事会が開催され、国へ支援制度拡充を求めることが決議されました。国に「私学の無償化」の前進

を迫る機運がつくられてきています。わたしたちが声を上げ機運を「うねり」にしていきましょう!! 

     

  

東京、（多子世帯限定ながら）福井、問題含みながらではあるものの大阪と、公私立問わず高校の「授業料無償化」にお

ける「所得制限」廃止が進んできています。山形、奈良、富山においても、年収 910 万円以上世帯への授業料減免補助

が実施されるようになりました。財政力指数では1桁台の埼玉、神奈川、千葉ですが、唯一指数が「＋」の東京都とは税

収にも差があり、簡単には東京都同様の制度は実現できません。それ以外の府県から見れば尚更です。 

関東知事会が謂う「地域間格差」は、全国の自治体間格差においてはさらに鮮明なことであり、日本という国に生まれ

ながら、生まれた地域の違いが「学校選択の自由」の格差になっていることは厳然たる事実です。 

 「高校授業料の支援制度拡充を国に求める」という機運が上がってきました!! 「年収 910 万円未満世帯まで国の制度で授業

料を無償化させる」という私たちの政策を実現させる署名目標数を掲げていきましょう！！ 

 同時に、「ナマの声」を行政へ届ける「要請ハガキ」、「個人署名」等の春の運動に注力していきましょう!! 
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